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今月のテーマ   貸倒引当金の税務上の取り扱いについて 
 

一定の理由により回収不能となった貸付金や売掛金などの処理については№８０でご紹介しました。今回は、会社や個人が

有する回収不能の状態に至らない状況の債権について繰り入れが認められている貸倒引当金についてご紹介いたします。 

 

１. 貸倒引当金の繰入れが税務上認められる対象者 
 法人の場合・・・期末資本金が１億円以下の普通法人（資本金が５億円以上の法人の 100％子会社などの一定の法

人は除かれます。）や公益法人、一定の銀行・保険会社などが対象となります。 
 個人の場合・・・下記 2 の貸倒引当金は、不動産所得・事業所得又は山林所得を生ずべき事業を営む事業者が対象

となり、下記 3 の貸倒引当金は、青色申告を選択した事業所得を生ずべき事業を営む事業者が対象となります。 

 

２.個別評価金銭債権に係る貸倒引当金 
特定の事由の発生に基づく貸倒れによる損失が見込まれる売掛金や貸付金その他の金銭債権（個別評価金銭債権）に

ついては、金銭債権の相手先ごとに発生した事由に応じた繰入限度額を算定します。以下の特定の事由が発生していれば、

法人・個人を問わず繰入限度額に達するまで貸倒引当金を設定することができます。法人の場合、繰り入れた金額は当期の

損金（費用）となり、翌期に同額を益金（収益）に計上することになります。個人の場合は、法人の場合と同様に繰り入れた金

額がその年の必要経費となり、その同額が翌年の収入に計上することになります。 

 

 
 

３.一括評価金銭債権に係る貸倒引当金 

個別評価金銭債権に該当しない金銭債権で貸倒れによる損失が見込まれるもの（一括評価金銭債権）に対しても、貸倒

引当金の設定が認められています。 

 

（1）法人の場合 

貸倒れによる損失の見込額として、期末において有する金銭債権に一定の繰入率を適用して繰入限度額を算定します。

繰入率には過去 3 年間の貸倒損失発生額に基づき算出した実績繰入率と、中小法人等に認められた法定繰入率があり

ます。法定繰入率は下図のように業種ごとに定められています。中小法人等は実績繰入率と法定繰入率の両方を適用し

て有利な限度額を選択することができます。 

 
 

（2）個人の場合 

一括評価金銭債権に係る貸倒引当金については、年末に有する貸金（金銭債権）に対して金融業以外を営む場

合は 55／1,000 を、金融業を営む場合は 33／1,000 の繰入率を適用して繰入限度額を算定します。 

 

特定の事由 繰入限度額

更生計画等認可の決定による弁済の猶予又は賦
払いによる弁済

 対象金銭債権－5年以内弁済予定金額－

債務超過の状態が相当期間継続し、かつ事業に
好転の見通しがない等により取立の見込がない

　　　　　　　対象金銭債権－

更生手続開始等の申立てや手形交換所の取引
停止処分

（対象金銭債権－　　　　　　　　　  －　　　　　　　　　 　　）×50％
実質的に債権と
みられない金額

担保の処分等
による取立見込額

担保の処分等
による取立見込額

担保の処分等
による取立見込額

業種
卸売業
小売業

製造業
金融業
保険業

割賦販売
小売業

その他

繰入率 10／1,000 8／1,000 3／1,000 13／1,000 6／1,000

【具体例】 卸売業を営む中小法人であるA社の当期末の債権内訳は、売掛金が2,000、貸付金が1,000である。
なお売掛金のうち500の相手先は債務超過の状態が相当期間継続し、事業好転の見通しがないため、個別評価による
貸倒引当金を設定する。またA社は過去3年間に貸倒損失の計上はなく、貸倒実績率はゼロであり、実質的に債権とみ
られない金額は考慮しないものとする。

＜繰入限度額の計算＞
①個別評価による繰入 ・・・ 500
②一括評価による繰入 ・・・ ｛（2,000-500）+1,000｝×10/1,000＝25
③当期繰入限度額 ・・・ 500+25＝525

〒151-0051 

東京都渋谷区千駄ヶ谷 3-27-5 大橋ﾋﾞﾙ 4F 

Tel  03-6432-9986 ／ Fax  03-6432-9987 

HP  http://higuchi-tax.com 

e-mail   info@higuchi-tax.com 
2017 年 8 月号  No.092 

Higuchi-Tax News  

2017 年 8 月号 No.092 

 

http://higuchi-tax.com/taxnews/pdf/Higuchi_Tax_News_1608_080.pdf

